
上田市水道条例等の一部を改正する条例について 

 

 

１ 改正の概要 

  上田市上下水道審議会の答申を踏まえ、令和７年度から令和 10年度までの上下水

道料金を改定するための所要の改正を行うもの。 

 

答申内容 

（１）算定期間は、令和７年度から令和１０年度までの４年間とする。 

（２）水道料金は、平均改定率１８.５％引き上げることが適当である。 

（３）下水道使用料・農業集落排水施設使用料は、平均改定率１１.７％引き上

げることが適当である。 

（４）改定時期は、令和７年４月１日とすることが適当である。算定期間は、令

和７年度から令和 10年度までの４年間とする。 

 

２ 改正の背景 

上田市の上下水道事業は、令和４年に下水道事業供用開始から 50年、令和５年に

水道事業給水開始から 100年が経過したが、昨今の人口減少と節水機器の普及等によ

り水道料金収入および下水道使用料収入の減少が見込まれる。 

また、近年のエネルギーコスト・労務単価の上昇や、建設資材などの物価高騰によ

り、経営状況は厳しさを増している。 

令和６年能登半島地震では、被災地域において上下水道施設の老朽化、脆弱性が甚

大な被害をもたらし、復旧への対応の困難さが生活再建に支障をきたしているが、上

田市は、浄水施設や管路等の更新率や耐震化率が全国平均と比較して低い状況である

ことから、地震や台風などの災害に備えるため、施設や管路の耐震化、更新を積極的

に進めていく必要がある。 

以上のことから、独立採算制を原則とする上下水道事業を持続するためには、経費

縮減を継続し、適正な資産維持費※を含む事業収益の確保に向けた料金改定が必要で

あると判断した。 

 

※資産維持費：水道施設の計画的な更新等の原資として内部留保すべき額であり、償却資

産額（建物、構築物、機械等）×資産維持率で求められる。 

今後の更新・再構築を円滑に推進し、永続的なサービスの提供を確保するた

め、国からは「資産維持率の標準は３％である」との通知があったが、社会

経済情勢や市民生活への影響を考慮し、上下水道事業とも資産維持率１％の

資産維持費を算入した改定率とした。 
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３ 改正の内容 

（１）上田市水道条例 

水道料金を次のとおり改訂する（＋18.5％）。 

量水器 

の口径 

基本料金（１月につき） 水量料金（１ｍ３につき） 

（改正前） （改正後） 水量 （改正前） （改正後） 

１３ｍｍ ７１２円 ８４４円 １ｍ３以上１０ｍ３以下 

１１ｍ３以上３０ｍ３以下 

３１ｍ３以上５０ｍ３以下 

５１ｍ３以上 

６１円 

１５４円 

１７２円 

１８１円 

７２円 

１８２円 

２０４円 

２１４円 

２０ｍｍ １,８５３円 ２,１９６円 

２５ｍｍ ３,２８９円 ３,８９８円 

３０ｍｍ ５,９２２円 ７,０１８円 

１ｍ３以上 １８１円 ２１４円 

４０ｍｍ １１,７２０円 １３,８８８円 

５０ｍｍ ２０,３７５円 ２４,１４４円 

７５ｍｍ ４５,３４７円 ５３,７３６円 

１００ｍｍ ８３,０６３円 ９８,４３０円 

１２５ｍｍ １３２,４６５円 １５６,９７１円 

１５０ｍｍ １７８,６３１円 ２１１,６７８円 

 

（２）上田市下水道条例・上田市農業集落排水施設条例 

下水道使用料及び農業集落排水施設使用料を次のとおり改定する（＋11.7％）。 

基本使用料（１月につき） 水量使用料（１ｍ３につき） 

（改正前） （改正後） 水量 （改正前） （改正後） 

１,２８７円 １,４３８円 

１ｍ３以上１０ｍ３以下 ７３円 ８２円 

１１ｍ３以上３０ｍ３以下 １８１円 ２０２円 

３１ｍ３以上５０ｍ３以下 １９４円 ２１７円 

５１ｍ３以上１００ｍ３以下 １９９円 ２２２円 

１０１ｍ３以上３００ｍ３以下 ２０５円 ２２９円 

３０１ｍ３以上 ２０９円 ２３３円 

 

４ 施行期日  

令和７年４月 1日 

ただし、施行日前から継続して使用している場合、施行日から令和７年５月３１日

までの間に料金の支払を受ける権利が確定する上下水道料金は従前の料金とする。 


